
基礎情報

成　果　報　告　書

令和３年度地域運動部活動推進事業（休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究）

        実施期間: 令和３年４月１日（木）　　～　　令和４年３月１０日（木）

受託者　　　　 「長崎県教育委員会」

再委託先　　　「長与町教育委員会」　（研究推進地域）

長与町人口：40,914人（令和3年12月31日現在）

域内学校数：小学校5校　中学校３校

中学校情報：長与中学校：学級数19　児童生徒数561　職員数46

　　　　　　　　　長与第二中学校：学級数13　児童生徒数383　職員数34

　　　　　　　　　高田中学校：学級数8　児童生徒数207　職員数28

町の概要：

　県庁所在地である長崎市の中心部から約10㎞の位置にある。昭和40年頃より宅地化が進み、現在で

は、「都市機能の利便性」と「身近で豊かな自然環境」を併せ持ち、「子育てと教育のまち」、「機能的で暮

らしやすいまち」となっている。

再々委託先　 「特定非営利活動法人　総合型スポーツクラブ　長与スポーツクラブ」　（研究推進団

体）

設立：平成21年3月7日

会員数：224名（2022年　2月現在）

クラブの特徴：たくさんのスポーツに親しむことができる。年齢、性別に関係なく、気軽に参加できる。有志の

ボランティアスタッフにより運営している。⼒量が向上した場合、より専⾨的なクラブをご紹介できる。

活動種目等：親子バドミントン・親子卓球・親子テニス・サッカー・バドミントン教室・フィットネス教室

　　　　　　　 　 チアリーディング（主に町内の学校施設及び体育施設で、週１～２回実施）

会費：入会金（保険料別）1,000円　　　　　月会費 2,000円から　　　　　　※ファミリー会費もあり

事業概要と本事業への取り組み：

　　長与町において、多種目・多世代・多志向のスポーツ教室を運営。主に普及型の教室であり、これまで

競技会への出場を目的や目標にしていない。

　令和2年度から、中学校の部活動と地域スポーツクラブとの融合を進めており、今回の地域移行は、その

ような流れの中で研究を進めることとなった。地域スポーツクラブのクラブマネジャーが、当該校の校長であっ

たため、融合をより円滑に進めることができている。



Ⅰ　事業の概要

・部活動（卓球部）顧問の超過勤務が月45時間未満となること。

・部員・保護者・顧問・学校管理職の満足度アンケートで、「満足度」が8割を超えること。

・他の部からの、総合型クラブとの「融合」の希望の申出が３つ以上提出されること

・中学校における部活動改革については、将来的な少子化に係る課題と、教職員の働き方改革を踏まえ

ると、一定の必要性は理解しているが、各市町に適した移行の方法と持続可能なスポーツ環境の構築を

模索している状況。

・少子化の影響が大きい離島及び過疎地域を抱える本県においては、合同部活動の推進や大会の見直

しについて、実情を勘案しながら、「長崎県部活動の在り方検討委員会」の中で検討することとしているが、

まずは国が学校体育団体や文化芸術団体と協議し、見直しの方向などについて示す必要があると考えて

いる。

・特殊な競技や郷土芸能など、地域人材などによる専⾨的な指導が不可欠な部活動の場合、費用負担

が地方自治体や保護者負担になると、財政の厳しい自治体では、部活動の存続が難しくなるため、国によ

る財政支援をぜひお願いしたい。

　４．拠点地域及び拠点校における、達成目標およびその検証　　

・部活動（卓球部）顧問が、競技未経験であり、部員への専⾨的指導が困難である。

・出場する大会が多く、顧問の勤務時間が増える主要因となっていること。

・部活動指導のみならず、部の運営（試合申込、練習試合の設定、部員輸送、会計管理など）に多く

の時間を要する。

・卓球が盛んであり、町内３つの中学校のいずれかのチームが、ほぼ毎年、長崎県大会を勝ち抜き、九州

大会へ出場している。

　拠点地域名（町村部）：長与町

　拠点校名（町村部）：長与町立中学校（長与中・長与第二中・高田中）
　【目標】

･土日・祝日における総合型クラブでの合同練習実施による教職員の負担軽減

・総合型クラブによる円滑な部活動運営と、クラブ指導者による専⾨的指導の充実、試合引率業務の補

助などの取組を通した、満足度の高い、効果的な部活動体制の構築

・事業成果の広報及び総合型クラブの周知、普及活動の活性化

　【達成目標の検証】

　生徒にとって、望ましい持続可能な部活動と学校の働き方改革の実現に向けて、本県における、休日の

部活動の段階的な地域移行や合同部活動等の推進に関する実践研究を実施し、研究成果を検証し、

県内へ周知することで、休日の地域部活動や合理的で効果的な部活動の県内への展開を図る。

　３．地域移行にかかる拠点地域・拠点校の現状と課題等

　１．趣旨・目的

　２．地域移行にかかる本県の現状と課題等



【関係団体一覧】

特定非営利活動法人

総合型スポーツクラブ

長与スポーツクラブ

再々委託　研究推進団体

地域
　拠点校名（町村部）：長与町

団体名 本事業における関わり方
長与町教育委員会 再委託　研究推進地域（町村部）

　５．実施体制

長与町スポーツ協会 オブザーバー的に関与

長与町スポーツ振興会 オブザーバー的に関与



Ⅱ　取組内容

【令和３年度以降　週あたり練習予定】
曜
月
火
水
木
金
土
日

※1　　表中〇は活動あり。
※2　　「Ｃ会員」とは、特定非営利活動法人総合型ＳＣ長与スポーツクラブ会員
※3　　部活動部員の中で、土日の練習を望まない場合は、「Ｃ会員」にはならない。
※4　　部活動において、「Ｃ会員」と「部員」が混在することがある。

クラブ 〇 通知により、休日・祝日は部活動なし。
クラブ 〇 通知により、休日・祝日は部活動なし。

第1回長崎県部活動の在り方に関する検討委員会 長崎県教育委員会

12月 第2回長与町地域部活動推進検討委員会 長与町教育委員会

11月 第1回長崎県部活動の在り方に関する検討委員会 長崎県教育委員会

9月 第1回長与町地域部活動推進検討委員会

学校 〇 〇 クラブC会員と部員の混在
学校 〇 〇 クラブC会員と部員の混在

時期 計画事項 備考

学校 〇 〇 クラブC会員と部員の混在
学校 〇 〇 クラブC会員と部員の混在

部員 備考
休み ガイドラインにより部活動は週１休み

　1．事業内容

　2．その他の事業等について

2月

長与町教育委員会

10月 アンケートの実施（保護者・生徒・教職員）　取組の視察 長与町教育委員会

練習 Ｃ会員

令和３年度

週２回＋αコース

【開催日１】土曜日9:00～12:00 または 試合参加

【会場１】町内体育館・卓球場

【開催日２】日曜日13:00～16:00 または 試合参加

【会場２】町内体育館・卓球場

【開催日＋α】祝日9:00～12:00 または 試合参加

【会場＋α】町内体育館・卓球場

【会費】3,000円／月

【方針】競技力向上を目指し、希望する者が参加する教室

【参加者条件】

1. 小・中学生は卓球部

2. 参加希望・保護者承諾

3. 保険加入

4. 会費納入

【会費の使途】

1. コーチの交通費・練習会場費

2. 消耗品

3. 試合参加費・郵送料

4. 事務費

【コーチ】３中学校の公認コーチ

【学校の役割】

① 月～金 練習場所の提供

② 安心して自主的活動ができる環境の提供

③ 中体連主催大会の引率

④ 顧問教師によるクラブとの情報共有

【長与スポーツクラブの役割】

① 土日・祝日 練習場所の提供

② 指導者・利用会員のマネジメント

③ 中体連主催大会以外の公式試合への手続き・引率

④ 会費の管理

⑤ 学校との情報共有

【長与町教育委員会の役割】

① 長崎県教育委員会と学校、長与スポーツクラブとの連絡

調整

② 事業に伴う業務

③ 学校、長与スポーツクラブへの助言・支援

④ 兼務兼業届けの受理・承認業務



Ⅲ　成果等（拠点地域及び拠点校の実践から）

Ⅳ　まとめ及び次年度以降の課題等（拠点地域及び拠点校の実践から）

　４．実践研究の普及のためには

1.先行事例地区、学校への視察及び聞き取り。

2.実践研究を行っている学校や受け皿団体が主体的に発信していくこと。

3.県の部活動在り方検討委員会での報告及び、情報発信。

4.各市町の実情は様々であるため、移行の方法や持続可能な環境の構築方法も最終的な姿も違って

いることが考えられる。いかに、意識を変え、一歩を踏み出させるかが重要。

　５．実証研究により得られたデータ等　（別添　資料３-1 ～ 資料3-4　参照）

1.地域部活動の運営（時間・週当たり日数・月会費上限・収支状況）

2.登録コーチの指導時間

3.部活動と地域部活動の教職員・保護者負担の比較（ヒアリング）

4.アンケートによる生徒の満足度、保護者、教員の（重要であるが、参加生徒は比較する対象がないた

め、データとして利用できるかは不透明）

5.クラブマネジャーとしての時間から見た仕事の量（コーディネートも含む）

1.【熟議とセーフティーネット構築】

　　設置する教育委員会（以下、「教育委員会」）が、地域移行を検討する会議を主催し、関係諸団

体の代表を招集する。

　検討会議には、校長、ＰＴＡ代表、スポーツ協会代表がメンバーとして入り情報の共有の場とする。

2.【受け皿の決定】

　教育委員会か地域移行検討会議が、受け皿となる団体を指名する。

3.【関係者への説明】

　校長が当該学校の教職員・生徒・保護者に説明。スポーツ協会が参加の競技団体に説明。

　２．拠点校や関係団体との協働を効果的に促進するための支援について

1.【支援の姿勢】　教育長・教育委員による「部活動地域移行」の視察と定例教育委員会での協議。

2.町教委から、定期的に関係団体への情報提供。

3.教育委員会主導で、「検討会議」から「推進会議」への移行

　３．地域移行の課題と、課題解決のためには　（別添　資料２-1、2-2　参照）

課題は３つ。「人材育成」「財源確保」「意識改革」

1.【人材確保】

　　受け皿団体への情報提供。現在の外部指導者への地域移行後の指導依頼。

2.【財源確保】

　　受益者負担。ただし、経済的に厳しい家庭への月会費補助（全額あるいは半額）補助。

　　受け皿への補助金等の交付。

3.【意識改革】

　　教育委員会発信による「部活動地域移行」の時期と方法について、保護者・地域への啓発。

　1．関係団体と協力し、地域移行を推進できる体制を構築するために 　(別添　資料１　参照)

1.令和3年度は、長与町自体が部活動の地域移行への必要性を認識していたため、長与町教育委員

会及び既存の団体である「長与スポーツクラブ」の協⼒により、３つの中学校における部活動（卓球）の

地域移行に取り組み、先行事例としての効果等を検証し、県内へ周知することができ、十分な啓発につ

ながった。

2.令和4年度以降の取組については、どの市町も改革自体の必要性は感じているものの、地域の実情

（人材不足、保護者の理解、運営主体の在り方、学校間の距離、地域の交通事情、大会参加への不

安など）を総合的に勘案し、具体的な動きにつながっていないのが現状。県としては、担当者が各市町教

育委員会に足を運び、各地区の実情把握と改革への取組が進むよう、取組の具体案を提示し、令和5

年度以降の段階的移行につなげるよう説明を継続的に行っていきたい。

3.県の在り方検討委員会や長与町の取組から、これまでの「スポーツは、多くの者が、公平で、無償で、

学校で」という文化であった部活動を、いわゆる、「習い事」の1つとして「希望者が、有償で、地域で」という

仕組みに切り替えることに対し、地域及び保護者等の理解や認識を得ることが、一番困難でかつ重要で

あることが、再確認できたため、次年度以降の最重要課題である。

4.「教員の負担軽減」と「子どもたちのスポーツ環境の構築」を同時に図りつつ、その地域の学校やスポーツ

文化を新たに創造する取組となるため、段階的な動きの加速化も必要ではあるが、取組の主体となる、

各市町教育員会は、学校や地域などと慎重な協議を重ねつつ進めざるを得ない内容である。そのため本

改革は、相当な時間がかかることが想定できる。
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〇体制構築のイメージ

資料１

資料２-1



〇意識改革への取り組み例

①長与町教育委員会（研究推進地域）の例

※保護者、生徒、教職員及び関係団体に向け、部活動改革の必要性を説明する目的で配布。別途、アンケート実施。（資料3以降参照）

【参考　配布後の保護者の声　アンケートQ6の回答より一部抜粋】

資料２-２



〇意識改革への取り組み例

②長与スポーツクラブ（研究推進団体）の例

※関係団体及び各学校、地域に向けた情報発信

資料３-1



〇アンケートの取り組み例（長与町教育委員会）

※「資料2-1」配布時にアンケートを実施。対象は長与町内にある3中学校の生徒、保護者、教職員を対象

※結果については、資料3-2（生徒）、資料3-3（保護者）、資料3-4（教職員）を参照（一部抜粋）

資料３-2



①アンケート結果（生徒） 回答数３７８

資料３-3



②アンケート結果（保護者）回答数２３１

資料３-4



③アンケート結果（教職員）回答数３３
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